




 

令和６年度事業計画 

－ 地域とともに、未来を創る － 
 

 

わが国の経済は、緩やかな回復が続いているという見方の一方で、ウクライナ情勢

や中東地域の紛争によるエネルギー価格の動向など不確実性が高いことから、金融、

為替市場の動向や経済・物価への影響など引き続き注視していく必要があります。 

 

そうした中、中小企業の経営環境においては、あらゆる業種における深刻な人手不

足や本年 4 月からの運輸業や建設業の時間外労働の上限規制が適用される「2024 年問

題」への対応に加え、コスト上昇分の転嫁を含む取引価格の適正化や賃上げ原資の確

保など課題は山積しています。 

こうした厳しい環境の変化を「停滞から成長」への好機とし、自己変革への取り組

みのチャンスと捉え、挑戦できる環境やマインドを積極的に後押ししていくことが商

工会議所に求められています。 

 

川崎商工会議所では、主要事業である５つの項目を掲げ、中小企業・小規模事業者

の支援はもちろん、地域総合経済団体としての政策提言や地域文化の振興などを通し

て魅力あるまちづくりに向けた事業展開、さらには商工会議所の強みである多岐にわ

たるネットワークを駆使したビジネスマッチングの拡大や企業の海外展開への支援な

どに注力してまいります。 

さらに、商工会議所の大きな役割である企業の経営基盤強化に向けた経営指導員や

専門相談員による相談や指導の充実など事業者の皆様の声を聴き、それぞれの事情や

ニーズに即したきめ細かい対応を実践することで、難局に立ち向かう中小企業・小規

模事業者に寄り添った伴走型支援を行ってまいります。 

 

令和６年度も地域総合経済団体として、次の時代を見据え、緊張感をもって事業計

画を着実に進めてまいります。 

 

 

 

主要事業  

１ 政策提案・要望活動の積極的展開 

２ 販路拡大・ビジネスマッチングの積極的展開 

３ 中小企業の経営基盤の強化支援と地域活性化の推進 

４ 人材育成と人材確保・定着に向けた積極的支援 

５ 商工会議所活動における基盤強化 
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令和６年度 主要事業計画 
 

 

◎印：新 規 事 業 
 

 

１ 政策提案・要望活動の積極的展開 
 

（１）中小企業の活性化・持続的成長の実現に向けた活動 
 

  経済、社会の動向が見通せないなかで、地域の活性化と中小企業が持

続的に成長発展するために必要な各種支援施策の拡充・強化、加えて、

物流 2024 年問題や人手不足に対する雇用促進などの喫緊の課題への対

策についても、神奈川県に対し県下商工会議所と連携し要望活動を行っ

ていく。 

また、地元経済界の意見を取りまとめ川崎市に要望し制定された「川

崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する条例」について、より実

効性のある施策とするため、川崎市産業振興協議会の一員として、PDCA

により実施状況を検証し、市内中小企業の活性化施策に反映させる。 
 

 

（２）税制改正に対する要望活動の強化 
 

令和５年 10月のインボイス制度導入に際して、免税事業者に対し負担

軽減措置は実施されたものの、令和６年 11月にスタートする「電子取引

における電子データ保存の義務化」など、中小企業への負担を強いる状

況が続いている。ついては、中小企業の成長促進を後押し、社会経済の

活力を喚起する税制について提案し、関係機関に働きかけていく。 
 

 

（３）部会・委員会からの提案・要望活動の促進 
 

経済活動の活性化には中小企業の経営革新や成長戦略が重要で、その

ため多岐にわたる課題への対応が不可欠である。 

そこで、各部会・委員会運営をさらに強化し、会員・議員はじめ、各

種業界団体等からの意見・要望を吸い上げ、関係団体への提案、要望活

動に反映していく。 

また、地域経済、業界等の振興発展と活性化に向け、神奈川県や川崎

市等の行政機関をはじめ各種団体に設置された審議会等において、当商

工会議所推薦の委員を通じて経済界の意見・要望を提案していく。 
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（４）幹線道路の整備促進 
 

川崎縦貫道路と東京外かく環状道路との一本化整備について、国土交

通省、東京都、川崎市による「東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道

路間）計画検討協議会」では、大師ジャンクションに接続し川崎縦貫道

路との一本化を図る川崎側ルートについて優位性が評価されている。 

東京外かく環状道路を中核とする首都圏広域幹線道路ネットワークの

形成は、経済活動の活性化はもちろん、災害時においても非常に重要な

役割を担うことが期待されている。 

また、扇島大規模土地利用転換計画の交通基盤となる一般国道 357 号

の早急な整備と併せて、引き続き川崎市及び川崎市の幹線道路の整備を

促進する会との連携を図り、時宜を失することなく国土交通省・神奈川

県等関係機関に早期整備について要望活動を展開する。 
 

 

（５）京浜臨海部の活性化推進  
 

①  交通機能強化への取組み 
 

京浜臨海部では、企業や研究機関の集積によるライフサイエンス

分野の先進的な取り組みや扇島での大規模土地利用転換など大きな

変革期を迎えている。 

また、多摩川スカイブリッジが開通したことで対岸の羽田空港へ

のアクセスも向上した。 

一方で、川崎駅周辺と結ぶ交通アクセスは利便性が低く通勤環境

はもとより、羽田空港等からの集客のための商業施設や観光施設等

との連携や相乗効果による地域活性化には交通機能の強化が不可欠

であることから、川崎駅周辺から京浜臨海部一帯に係る交通体系の

整備について研究及び提案活動を行っていく。 

 

 

②「臨港道路東扇島水江町線」の整備促進 
 

川崎港では「臨港道路東扇島水江町線」の整備が進められている

が、二度の延期により完工が令和９年度となっている。 

大規模な物流施設や倉庫群の立地が進む東扇島は、基幹的広域防

災拠点機能も有しており、平常時・非常時を通じて首都圏の社会経

済生活を支える重要な拠点であることから、円滑な物流や緊急輸送

路の確保だけに留まらず、京浜港の基盤整備や東京港、横浜港、川

崎港の３港連携強化の観点からも関係事業者等と連携しながら、

様々な機会を捉え一日も早い完工に向けて国等に働きがけを行って

いく。 
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③ 研究機関等と中小企業との連携支援 
 

中小企業の持つ優れた技術力やネットワークを活かした取り組み

は、中小企業の活性化や市内産業への相乗効果にとどまらず、京浜

臨海部の価値向上に大きく寄与するものである。 

研究機関等との連携に向けた必要な支援等について、行政機関や

企業・団体に要請するとともに連携し支援を行っていく。 
 

 

（６）JR 南武線、京急大師線の連続立体交差事業の整備促進 
 

鉄道は、通勤・通学輸送のみならず、豊かで快適な都市生活をおくる

上で基幹的かつ必須の交通機関である。一方で、いわゆる「開かずの踏

切」等によって、渋滞や踏切遮断中の横断、また、路線バスの速達性の

低下、通学児童などの安全性の低下、さらには災害発生時の物資輸送を

担う緊急輸送道路や広域避難場所への避難路確保など課題が顕在化して

いる。 

そうしたことからも、JR 南武線や京急大師線の連続立体交差事業につ

いて早期整備に向け情報収集し、時宜を得た意見要望活動を行っていく。 
 

 

（７）JR 川崎駅南口改札の設置と川崎駅周辺の整備促進 
 

今年度、富士通(株)の本社機能の一部が JR川崎タワーに移転すること

から、安全性の確保はもとより、既存の中央通路・北口自由通路と合わ

せて利便性の向上や川崎駅周辺の回遊性を高める JR川崎駅南口改札口設

置に向け、要望活動等を展開する。 

また、羽田空港付近を結ぶ多摩川スカイブリッジが開通し、京急川崎

駅西口地区の再開発計画が進行するなど、川崎駅周辺へのさらなる来訪

者が期待されることから、大型観光バスの駐停車場設置は必要であり、

関係機関への要望活動等を展開する。 
 

 

２ 販路拡大・ビジネスマッチングの積極的展開 
 

（１）会員ビジネスネットワークの促進 
 

① 全会員ビジネス交流会 
 

会員サービスの主要事業として、全会員を対象とした交流会「全

会員交流会」を開催し、参加企業のマッチング支援、会員企業間の

ネットワーク構築、情報交換など、新たなビジネスチャンスの創出

につなげる。 

また、より多くの機会を設けられるよう手法等検討し実施する。 
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②  支所会員ビジネス交流会 
 

市内の拠点である４支所が、各管内の事業者のビジネスチャンス

創出と近隣事業者同士の連携を図るため、時流に沿ったセミナーの

開催と参加者による交流会を開催する。 
 

 

③  新入会員ビジネス交流会 
 

加入３年以内の新規会員事業所を対象に、企業間相互の交流を通

した商談機会の創出と併せ、当商工会議所の会員サービスや各種支

援事業について利用促進を促すなど会員のメリットについての周

知をハイブリッド形式で実施する。 
 

 

④ 販路拡大データの有料頒布 
 

企業の成長発展には、企業商事取引の照会や販売促進活動が不可

欠なことから、会員サービスの一環として、企業の求める事業所デ

ータを会員優位な料金で随時有料頒布を行う。 
 

 

（２）士業間の連携促進 
 

弁護士、司法書士、行政書士、税理士、社会保険労務士などの「士業」

間では、情報交換する機会も少なく、事業者の課題解決のための支援情

報が十分に共有されていないため、士業間情報交換会を開催し、事業者

支援の基盤強化につなげる。 
 

 

（３）ネットワークを活かした地域連携ビジネス支援 
 

友好提携商工会議所の氷見、益田及び東京大田支部をはじめ、広域な

商工会議所との連携を図り、会員企業が有する経営資源や各地の観光・

文化資源など、地域の特性を活かした視察会等の相互交流を実施し、地

域経済の活性化につなげる。 

また、商工会議所のネットワークを活用し、異業種や業種別のビジネ

ス交流会を開催し、会員企業の販路拡大や技術の PRの場の提供など新た

なビジネスチャンス創出を図る。 

さらに、全国の商工会議所が共同運営する企業情報サイト「ザ・ビジ

ネスモール」を活用し、会員企業の PR、新規取引先の発掘など、販路開

拓を支援する。 
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（４）海外展開に向けた取組み支援 
 

海外展開や海外の販路開拓に取り組む会員企業に対し、新興国の高い

成長性や市場性、さらには、ビジネスチャンスに繋がる最新の現地投資

環境・市場動向など有益な情報提供を行う。 

また、ビジネスパートナーの創出や販路拡大、人的資源の構築など、

当商工会議所が持つネットワークを活かし国内外の国際関係機関と連携

を図りながら、中小企業の海外展開を支援する。 

さらに、海外との経済・産業協力協定の締結を踏まえ、駐日大使館は

じめ諸外国とのネットワークを活用し、海外展開のパートナー開拓を支

援する。 
 

◎（５）海外展開動向アンケート調査 
 

海外展開については、中小企業の幅広い業種で検討されており、そう

した取り組みを支援するために、海外進出に関する実態を把握すること

を目的に会員アンケート調査を実施し、各国投資セミナーや海外ビジネ

ス支援事業など、企業の国際展開に向けた活動の一助となる事業を実施

していく。 
 

（６）Ｂｕｙかわさきキャンペーンと名産品認定事業 
 

川崎市と連携して「Buy かわさきキャンペーン」及び「名産品認定事

業」を推進し、市内の名産品、特産品などを市内外に積極的に発信する。 

「Buy かわさきキャンペーン」では、従来のかわさき市民祭りやスポー

ツイベント、市内各所の地域イベントなどへの出店による PRと販売促進

だけでなく、幅広い観点に立ち市内商業の活性化に繋がる事業を検討、

実施する。 

「名産品認定事業」については、当商工会議所も一員である「かわさき

名産品認定事業実行委員会」と連携し、新たに決定した川崎らしい菓子・

食品・工芸品等「かわさき名産品 2024-2026」を HP や WEB など、様々な

機会を通じて市内外に向けて発信する。 

また、受託事業等を通じて、市内名産品等の販路拡大を支援する。 
 

（７）ものづくり企業の販路拡大支援 
 

市内中小企業の優れた工業製品や技術に対し、川崎独自のブランドと

しての価値と魅力を付与するために、「川崎ものづくりブランド推進協議

会」を通して認定を行う。 

認定製品等については、市内外への販売強化や新市場への進出を支援

するために、川崎国際環境技術展でのブース展示や他の自治体が行って

いる同様のブランド事業との連携、認定製品等の PR冊子の作成やマスコ

ミへの紹介など各製品や技術に合わせた販路拡大等支援を行っていく。 

－６－



6 
 

３ 中小企業の経営基盤の強化支援と地域活性化の推進 
 

（１）経営改善普及事業 
 

中小企業が直面する課題は、これまで以上に多岐にわたっていること

から、経営指導員や専門相談員等による窓口・巡回指導を充実させるこ

とで、改善提案や各種補助金申請等の相談・支援体制を強化していく。 

また、商工会議所の強みであるネットワークを活かし、行政や中小企

業団体、支援機関、専門家との連携をさらに強固にするとともに、川崎

信用金庫、横浜銀行との包括連携協定を最大限活用し、相互の持つ知的、

物的、人的資源をもって、相談者等の多様なニーズに対応する。 

さらに、オンライン経営相談等も活用し、相談機会の増加を図る。 
 

 

◎ ① 人材確保支援 
 

即戦力となる優秀な人材の確保や雇用維持のための人材育成が

急務である。 

また、シニア層や女性の再就職へのニーズが高まっている。そう

したことから、これらの雇用問題のサポートに加え、会員企業の人

材確保を図るため、（公財）産業雇用安定センターと連携し人材マ

ッチングを支援する。 
 

 

② 事業承継支援（ＫＡＷＡＳＡＫＩ事業承継市場） 
 

川崎信用金庫、川崎市、（公財）川崎市産業振興財団、当商工会

議所の四者連携による「KAWASAKI 事業承継市場」の仕組みを活用し、

事業の存続に向けた課題解決のため、専門家による「個別訪問指導」

を中心に、相談者に寄り添った伴走型の事業承継支援を実施する。 
 

 

③ ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援 
 

多発する自然災害や、パンデミックにおける企業の事業継続のた

めに必要な BCP（事業継続計画）について、企業として整備・策定

するために有益なセミナーの開催及び専門家による「事業継続力強

化計画」の策定を支援する。 
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◎（２）デジタル化支援 
 

中小企業が持続・発展するための変革への取り組みとして DXの有用性

は認知されてきている。一方で、デジタル人材の確保・育成も喫緊の課

題であることから、デジタル技術を活用した経営課題の解決手法や生産

性向上、新たな市場の開拓、さらには、デジタル人材の確保・育成に向

けた最新情報を適時提供する。 
 

 

（３）情報セキュリティ対策支援 
 

中小企業の情報セキュリティの水準を向上するためには、情報セキュ

リティに関する意識の向上の他に、身近で気軽に相談ができる専門家と

のつながりや、専門家による指導を通じた具体的対策の実践が必要と言

われている。 

そうしたことから、導入しやすい情報セキュリティサービスを会員特

別料金にて提供し、ウイルス対策や不正アクセスの防止、状況の可視化

など、技術・情報等の流出を防止し、企業の安全・安定した経営環境の

構築を支援する。 
 

 

（４）社会的課題への対応支援 
 

① 環境対策推進支援 
 

地球温暖化対策として脱炭素へ向けた動きが世界規模で進む中、

中小企業においても環境に対する取組みが求められていることか

ら、国・県・市や日本商工会議所が展開する施策をはじめ、事業者

にとって有効な環境対策について周知するとともに普及推進を図

る。 
 
 

② SDGs取組み支援 
 

     SDGs への取組みは、企業価値向上に繋がることから、SDGs による

新たなビジネスモデルの支援を行っていく。 
 

 

（５）創業・第二創業・ベンチャービジネス支援 
 

市内における創業、第二創業やコロナ禍により生じた需要構造の変化

など外部環境の激変に対する新たなビジネスの創出等は、地元経済の活

性化を図る上でも非常に重要であることから起業家支援機関、金融機関

等との連携を図りながら、情報提供、相談・助言等スタートアップを強

力に支援する。 
－８－
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（６）商店街にぎわい創出支援  
 

集客に向け様々な工夫や仕掛けを行っている商店街を支援するため、

各商店街への個別訪問を行い、それぞれのニーズを把握したうえで、内

容に応じた補助金の助成を行う。併せてイベント等の PRも行う。 
 

 

（７）経営者・従業員の福利厚生事業の拡充強化  
 

①「日本商工会議所保険制度」の普及・加入促進 
 

中小企業の経営者及び従業員の安定的福利厚生の向上に寄与す

るため、スケールメリットを活かした日本商工会議所の退職金制度

をはじめ、サイバー犯罪や自然災害、感染症などの経営リスクに備

えた「業務災害補償プラン」「ビジネス総合保険制度」「個人情報漏

えい賠償責任保険制度」「休業補償プラン」など各種共済、保険制

度の普及、加入促進を図る。 
 

 

②「生命共済制度」の普及・加入促進 
 

神奈川県商工会議所連合会がアクサ生命保険(株)と締結した、定

期保険を組み合わせた保障プラン「生命共済制度」の普及について、

引受保険会社であるアクサ生命保険(株)との協力体制のもと、キャ

ンペーン時の目標の設定や定期的な会議の開催、アクサ生命推進員

帯同による企業訪問等を行い普及及び加入促進を図る。 
 

 

(８) 地域活性化事業の推進 
 

川崎市が進める様々なまちづくりを推進するため、経済団体はじめ市

民・行政・文化団体等で組織された「映像のまち・かわさき推進フォー

ラム」「音楽のまち・かわさき推進協議会」「川崎みなと祭り実行委員会」

「かわさき市民祭り実行委員会」などの一員として、豊かな市民文化の

創造と活力ある地域社会の実現、地域イメージの向上を目的に各種イベ

ントや事業を展開する。 

また、川崎フロンターレ、川崎ブレイブサンダース、NEC レッドロケ

ッツ、富士通フロンティアーズなど、市内スポーツ団体への支援を通じ

て、地域経済活性化に寄与する。 
 

 

 

 

 

－９－
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（９）観光振興による地域活性化及び地域資源の活用 
 

インバウンドや国内旅行の需要を地域経済に取り込むため川崎市、（一

社）川崎市観光協会、当商工会議所が事務局を務める「川崎産業観光振

興協議会」において、産業観光の見学受入体制の整備拡充を積極的に行

うとともに、多様な媒体による情報発信を行う。 

また、「ようこそ！かわさき検定」を通じた川崎の産業の歴史や魅力

等の情報発信と併せ、周知拡大による受験者の裾野拡大を図る。 

さらに、市内の特産物、農産物、産業遺産、文化財、観光資源、生産

技術などの地域資源の特色を活かした新たな商品・サービス提供の開発、

提案等を通じて、各地域のイベントや事業とも連携し、市内商工業者の

振興発展につなげる。 
 

 

（10）貿易関係証明発給システムの普及・促進 
 

諸外国における電子化の状況を踏まえ、日本商工会議所による貿易関

係証明発給システムの利便性について理解を深めてもらうことで、発給

システムの活用について普及・促進を図る。 
 

 

（11）地域経済動向についての情報発信 

 
四半期毎に行っている中小企業庁「中小企業景況調査」に合わせ、適

時に沿った課題やテーマなど当商工会議所独自の調査を行い、その結果

について、広く情報提供することで企業運営の支援につなげる。 
 

 

 

４ 人材育成と人材確保・定着に向けた積極的支援 
 

（１）経営革新セミナーの実施 

 
中小企業経営者の育成等を目的に企業経営に求められるセミナーを開

催する他に、「SDGs 活用事例」や「デジタル化」「SNS 活用による販路開

拓」など時流に沿ったセミナーをハイブリッドで積極的に開催する。 

また、業界団体や商店街等が開催する経営講習会を支援し、課題解決

につなげる。 
 

 

 

 

 

－ 10－
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（２）資格検定試験の実施 
 

商工会議所主催による検定試験は、社会的に高い信頼と評価を得てい

る。 

特に多くのビジネスパーソンから支持を受けている簿記については、

「検定試験直前対策講座」や「団体試験」「ネット試験の随時施行」など

により受験機会を拡大し、受験者数、合格者数の増加を図る。 

また、法務知識・マネジメント等多様化する産業界のニーズに応える

各種検定試験を施行し、企業人材のビジネス実務能力の向上及びキャリ

アアップをサポートする。 
 

 

（３）社員の育成・能力開発支援 
 

新入社員、若手・中堅社員の個々の能力向上は、組織の活性化や顧客

満足度を高める企業発展の重要なポイントであることから、働き方改革

の流れの中で、それぞれに適した人材育成に対応する社員教育研修等を

実施する。 
 

① 新入社員教育研修会 
 

新戦力として活躍が期待される新入社員を対象に、社会人として

必要な知識や企業人としての心構え、ビジネスの基礎を身につける

実習型研修会（2日間）を開催する。 
 

 

② ビジネススキルアップ研修会 
 

社会環境の変化にスピーディーに対応するための必要なスキル

を磨くことを目的に、若手から中堅社員を対象とし、コミュニケー

ション力・ヒアリング力・プレゼンテーション力や論理的思考法、

交渉術、問題解決技法などの習得に向けた研修会を行う。 
 

 

（４）東京商工会議所大田支部との合同就職支援 
 

人材確保支援を目的に、友好提携を結んでいる東京商工会議所大田支

部と連携して、大学・専門学校等の教育機関及び学生と会員企業との広

域マッチングのための企業視察会や就職説明会を実施する。 
 

 

 

 

 

－ 11－
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（５）多摩川架け橋 出会い応援事業 
 

中小企業の離職率低下を防ぎ、地域経済の活力を見出す一助とするた

めに、友好提携商工会議所である東京商工会議所大田支部との連携によ

り、両商工会議所会員企業の従業員、事業主を対象とした出会いの場を

提供するイベントを開催する。 
 

 

 

５ 商工会議所活動における基盤強化 
 

（１）財政基盤の強化 
 

商工会議所組織基盤の強化には、財政基盤のさらなる強化が不可欠で

あり、新規会員の獲得、会員の定着、退会防止による会員・会費収入の

増収に加え、各種共済制度の取扱手数料、貸会議室収入等の収益事業の

拡充を図り、収入の安定化に努める。 
 

 

（２）会員増強運動の展開 
 

組織強化推進本部にて策定した会員増強計画をもとに、役員、議員及

び職員をはじめ、市内業界団体とも連携し、会員増強運動を推進し、会

員組織率の向上に努める。 
 

 

（３）部会活動の活性化 
 

関係業種の改善発展のため、部会員主導で意見等取りまとめ政策提言

を行うなど重要や役割を担っていることから、部会員相互の交流をはじ

め、知見を広めるため講習会や視察会等を積極的に開催し、商工会議所

全体のさらなる活力強化に取り組む。 
 

 

（４）スマートＣＣＩ（商工会議所）の推進 
 

社会・経済環境の変化への対応が求められる中、生成 AI の急速な普及

を踏まえ、これまで取り組んできた DX の推進に加えて、生成 AIを活用

していくことで、新規事業創出や既存業務の見直しにつなげる。 

また、ITツールを積極的に活用するため、デジタル人材の育成を行う

とともに、デジタル化による業務プロセスの見直しを推進し、業務の効

率化及びコスト最適化を図りながら、商工会議所全体の生産性向上に取

り組む。 
 

－ 12－
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（５）産業振興拠点としての会館運営 
 

川崎の表玄関口に位置する KCCIホール(貸会議室)は、当商工会議所主

催事業をはじめ、会員企業等の社員研修・商談会、行政機関の施策説明

会などの会場として多岐にわたる目的で利用されている。 

また、最新のデジタル機器利用の需要も高まっていることから、デジ

タルニーズに対応した設備の導入と更新を行い、産業振興拠点としての

時代に即した会館利用サービスを拡充強化する。 
 

 

（６）情報の収集・発信 
 

情報発信にあたっては、当商工会議所機関誌「かいぎしょ」を年 10回

発行するとともにホームページに「Web かいぎしょ」を掲載し各種事業

や地域、経営に関する多様な情報の発信をはじめ、メールマガジンや SNS

などインターネットを活用し、これまで以上にタイムリーな発信に努め

る。 

また、川崎経済記者クラブと役員との懇談会を行い各種施策や事業の

周知を図るとともに、会員事業所のプレスリリース支援を行うなどマス

コミとの連携を強化する。 

さらに、様々なジャンルで活躍する川崎商工会議所かわさき産業親善

大使とともに市内の魅力ある産業・観光・スポーツ・名産品などを広く

発信する。 

 

 

以 上 
 

－ 13－


















































